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はじめに 

 

ギャンブル等依存症は、適切な治療と支援により回 

復が可能な疾患であるにもかかわらず、本人や家族が 

依存症であるという認識を持ちにくいこと、専門の医 

師・医療機関が不足していることなどから、必要なサ 

ポートを受けている患者ばかりではないというのが現状 

です。 

 こうした中、国においては、平成３０年にギャンブル等依存症対策基

本法を制定し、翌年には基本計画を策定して、ギャンブル等依存症対策

を総合的かつ計画的に推し進めています。 

県におきましても、平成３１年に定めた「愛媛県ギャンブル等依存症

対策推進計画」に基づき、ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普

及・啓発に取り組んでいます。また、心と体の健康センターを相談拠点

機関とし、専門医療機関および治療拠点機関を選定するなど、保健・医

療体制の充実に努めてきたところですが、昨年変更された国の基本計画

や新たな課題等をふまえ、更なる対策の強化を図るべく、このたび、令

和５年度から令和７年度までの３年間を計画期間とする「第二次愛媛県

ギャンブル等依存症対策推進計画」を策定いたしました。 

 どうか皆様方におかれましては、計画の趣旨に御理解をいただき、ギ

ャンブル等依存症対策の推進に一層のお力添えをよろしくお願い申し上

げます。 

 終わりに、本計画の策定に当たり御尽力をいただきました愛媛県依存

症対策推進計画策定委員会の委員の皆様をはじめ、貴重な御提言や御意

見を賜りました方々に、厚くお礼申し上げます。 
 

 

令和５年５月 
                     愛媛県知事 中村 時広 
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第１章 計画の概要 

 

１ 計画の趣旨 

 

ギャンブル等依存症は、本人が依存症であるという認識を持ちにくく、多重債務、

貧困、虐待、自殺、犯罪等の日常生活や社会生活に様々な問題を生じさせ、家族へ

も深刻な影響を及ぼすことから、重大な社会問題となっています。 

このため平成30年10月、国においてはギャンブル等依存症対策基本法（以下「基

本法」という。）を制定し、31年４月にギャンブル等依存症対策推進基本計画（以

下「基本計画」という。）を策定しました。令和４年３月には、基本計画を変更し、

我が国におけるギャンブル等依存症対策を更に総合的かつ計画的に進めています。 

本県においては、平成31年４月に「第一次愛媛県ギャンブル等依存症対策推進計

画」を策定し、依存症対策の体制整備に努めたほか、広報啓発活動や相談・治療に

つなげる取組等を実施してきたところです。 

「第一次愛媛県ギャンブル等依存症対策推進計画」は、計画期間を令和３年度ま

での３年間としていたものの、令和４年３月の基本計画の変更を踏まえた検討を行

うために、令和４年度まで１年期間を延長しています。 

基本計画の変更及びギャンブル等依存症に関する状況の変化等を踏まえ、引き続

き各関係機関と連携しながら、ギャンブル等依存症の普及啓発、適切な治療及び回

復支援、再発防止等の切れ目ない支援体制を講じていくため「第二次愛媛県ギャン

ブル等依存症対策推進計画」を策定しました。 

 

２ 第二次愛媛県ギャンブル等依存症対策推進計画について 

 

（１）第二次愛媛県ギャンブル等依存症対策推進計画の位置付け 

本計画は基本法の制定に基づき、ギャンブル等依存症対策の総合的かつ計画的

な推進を図るために愛媛県が策定する計画です。 

計画策定にあたっては、「愛媛県自殺対策計画」、「愛媛県薬物依存症対策推

進計画」、「愛媛県アルコール健康障害対策推進計画」等、関連する県の計画に

おける施策との整合性を図っています。 

 

（２）計画の期間 

令和５年度から３年間とします。 

 

 

 

 



2 

３ 基本的な考え方 

 

（１）基本理念 

ギャンブル等依存症対策は、ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の各段

階に応じた防止対策を適切に実施するとともに、ギャンブル等依存症を有し又は

有していた者とその家族が、日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるよ

うに支援することとします。その実施に当たっては、ギャンブル等依存症が、多

重債務、生活困窮、配偶者間暴力や児童虐待をはじめとする家庭内不和、自殺等

の問題、犯罪等に密接に関連することに鑑み、ギャンブル等依存症に関連して生

ずるこれらの問題の根本的な解決に資するため、これらの問題に関する施策との

連携が図られるよう、必要な配慮がなされるものとします。 

 

（２）ギャンブル等依存症の定義 

 

ア 法的定義 

基本法では、「ギャンブル等（法律の定めるところにより行われる公営競技、

ぱちんこ屋に係る遊技その他の射幸行為）にのめり込むことにより日常生活又

は社会生活に支障が生じている状態」とされています。 

 

イ 医学的定義 

精神科診断基準には、ICD及びDSMがあり、これらの基準に基づいて、ギャン

ブル等依存症の診断が行われています。ICD-11※1及びDSM-5※2の分類では「ギャ

ンブル障害」に位置付けられている精神疾患です。 

 

ウ 本計画におけるギャンブル等依存症 

本計画では法的定義に準じ、医学的定義における「ギャンブル障害」の状態

にある者も含め、ギャンブル等にのめり込むことにより日常生活又は社会生活

に支障が生じている状態」をギャンブル等依存症と定義します。 

 

※１ 世界保健機関（WHO）が身体・精神疾患に関する世界共通の分類を目指して作成した「国

際疾病分類」の第11版です。日本では現在、導入に向けて準備中です。 

※２ アメリカ精神医学会が作成した精神疾患の診断基準である「精神疾患の分類と診断の手

引き」の第５版です。 
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（３）基本的な方向性 

 

ア 正しい知識の普及及びギャンブル等依存症を予防する社会づくり 

ギャンブル等依存症や依存に至るプロセスについて、正しく理解した上で、

ギャンブル等依存症を予防する取組を促進します。 

 

イ 誰もが相談できる相談場所と、必要な支援につなげる相談支援体制づくり 

地域の実情に応じて、心と体の健康センターや保健所等が中心となり、ギャ

ンブル等依存症の相談支援の場所を確保し、幅広い関係機関、民間団体（自助

グループ）の連携により、早期からの適切な指導、相談、社会復帰の支援につ

なげる体制づくりを行います。 

 

ウ 医療の質の向上と連携の促進 

地域においてギャンブル等依存症の治療・研究・人材育成等の中心となる治

療拠点機関の整備や専門医療機関の選定を進めます。またギャンブル等依存症

者への早期介入、継続介入のために医療機関や相談機関等の関係機関との連携

を行います。 

 

エ ギャンブル等依存症者が円滑に回復、社会復帰するための社会づくり 

ギャンブル等依存症者の回復、社会復帰が円滑に進むよう、社会全体の理解

の促進に努めます。 
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第２章 ギャンブル等依存症の状況 

 

１ ギャンブル等依存症について 

 

（１）ギャンブル等依存症とは 

ギャンブル等依存症とは、ギャンブル等にのめり込んで自分の意志でコントロ

ールできなくなる精神疾患の一つです。 

しかしながら、一般的なイメージは、病気として認識されることは少なく、意

思が弱いか、遊びが過ぎた結果として、自己責任のイメージが強く、治療や回復

への道があることすら知られていないのが実情です。このような誤ったイメージ

を持たれていることが、治療や回復への大きな妨げとなっています。 

また、ギャンブル等依存症は「否認の病気」と呼ばれ、本人がギャンブル等か

ら生じている問題を認めなかったり、過小評価してしまいます。さらに家族も病

名を知らない状態であれば、極めて医療につながりにくい環境となり、周囲、特

に家族は生活面で苦労するとともに借金の返済などに翻弄されるなど、本人以上

に疲弊を余儀なくされることがあります。 

 

（２）ギャンブル等依存症による周囲への影響 

一般的に、ギャンブル等依存症になると次のような問題が生じるおそれがあり

ます。いずれも本人だけでなく、家族をはじめとする周囲に深刻な悪影響を与え

るため、重症にならないうちに対応することが必要です。 

 

ア 日常生活への影響 

ギャンブル等を行うことが生活の最優先となり、仕事や学校を休みがちにな

る、これまで大事にしていたことへの興味が無くなる、家族との時間を持てな

い等の変化が見られます。 

 

イ 多重債務 

賭金を確保するために借金を重ね、返済が困難になる場合があります。 

 

ウ 犯罪の発生 

賭金の確保や借金返済等を目的とした横領、窃盗等の犯罪を行う場合があり

ます。また、ギャンブル等にのめり込むことにより、違法賭博等を行う場合が

あります。 

 

エ ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）※や虐待 

ギャンブル等にのめり込むことにより、些細なことで情緒不安定となり、配
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偶者や子ども等に対し、身体的暴力や経済的暴力等を行うリスクが高まります。 

 

※ 配偶者や恋人などの親密な関係にある又はあった相手から振るわれる暴力のこと。 

 

オ 心身の不調 

ギャンブル等依存症においては、ギャンブルの最中は気分が高揚する反面、

していないと落ち着かず気分が落ち込むため、うつ病になりやすいという指摘

があります。また、経済的疲弊に伴い、本人だけでなく、家族も気分障害を発

症するおそれがあります。 

反対に、うつ病が原因でギャンブル等依存症になるケースもあると言われて

いるほか、他の依存症にもかかる、いわゆるクロスアディクション※になるおそ

れが高くなるという研究結果もあります。 

 

※クロスアディクション：複数の依存症が合併する状態。 

 

カ 信用の失墜 

依存症を有する者は人格が変わったかのように怒りっぽくなったり、ギャン

ブルにのめりこんでいることを隠すための嘘をつくことがしばしば認められ、

家族や勤務先、近隣住民など周囲からは信用のない人間としてみられるように

なります。 

 

キ 自殺 

ギャンブル等依存症のみを原因として自殺に至らなくても、家庭内不和、多

重債務による取立て、周囲との関係悪化による孤立といった複数の要因がもと

で自殺に追い込まれる可能性があります。 

 

ク 貧困 

賭金を確保するために、生活費を使い込むことで生活が困窮する場合があり

ます。 
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（３）ゲーム障害との関連（ゲーム障害対策の現状と課題） 

世界保健機関（WHO)（以下「WHO」という。）は、オンラインゲームやテレビ 

ゲームに没頭し生活や健康に支障をきたす状態を「ゲーム障害」（ゲーム依存症）

という精神疾患として「改訂版国際疾病分類（ICD-11）」に位置付けることを公表

しました。WHOは、ゲーム障害の主な特徴として、①ゲームをする頻度や時間の

コントロールができない、②日常生活でゲームの優先度が増し、ゲームをプレイす

ることが他の興味や日常生活よりも最優先される、③悪影響が出ているにもかか

わらず、ゲームを続けたり、エスカレートし、ゲームの行動パターンが重度になり、

その結果、自分自身や家族、社会、教育、職業といった他の重要な生活機能に支障

をきたすことを挙げています。 

こうした行動が少なくとも12か月以上続く場合には、ゲーム障害と診断します。

しかし、全ての特徴が存在し、かつ重症な場合には、それより短い期間続く場合

にも診断が可能です。 

ゲーム障害が体に与える影響として、睡眠不足と睡眠の質の低下（睡眠障害）、

食事習慣の乱れ（摂食障害のリスク要因）、眼精疲労、不適切な姿勢による首、肩、

背中の痛み（頸部痛）などが挙げられます。 

これら日常生活上の問題のほか、オンラインゲーム等で過度の課金を行ってし

まうといった経済的な問題も併せて生ずる場合があります。 

  頻度や時間のコントロールができなくなることや、経済的な問題が生じること等、

ギャンブル等依存症と共通した点も見られるため、国の動向（「ゲーム依存症対策

関係者連絡会議」の開催等）を注視しながら、知識の普及啓発、精神保健福祉セン

ターや保健所での相談支援の実施、ゲーム障害に対応できる専門性のある相談員

の人材育成を進めていく必要があります。 
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２ ギャンブル等の状況 

 

県内においては、カジノはありません。ボートや競輪などは、競技場に行かなく

ても地方で場外券の購入ができます。一方、ぱちんこは、人々の生活に身近にある

遊技場です。店の前を通るとつい入ってしまったり、負けを取り戻すためにする人

もいます。近年では、少ない元手で長く楽しめるようにしくみが変化しています。

ぱちんこやスロットは、法令上はギャンブルではなく遊技として営業されており、

公安委員会がぱちんこ営業所の許認可を担っています。 

 

（１）県内ぱちんこ営業所数の年次推移 

県内のぱちんこ営業所数は、平成 21 年をピークとして概ね減少傾向にありま

す。 

 

 

（２）県内ぱちんこ台数の年次推移 

ぱちんこ台数についても、平成 29 年をピークに減少傾向にあります。 
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（３）競輪の状況 

松山競輪の１日当たりの平均売上金は、平成 29 年度の 371 万円をピークに減

少していましたが、令和３年度には 434 万円と大幅に上昇しています。一方で、

１日平均入場者数は、令和３年度で 126 人にまで減少しています。 

このような状況となっている要因として、場所や時間を問わず公営競技の車券

の購入が可能なインターネット投票や電話投票の増加が考えられます。松山競輪

もインターネット及び電話投票が可能となっています。 

 

 
※松山市がホームページに公開しているデータから作成 

 

（４）競馬・オートレース・モーターボート競走等 

県内にこれらの会場はありませんが、インターネット投票の利用により県外で

行われるこれらのギャンブルに容易にアクセスできるようになっています。国の

基本計画では、インターネット投票の対策について記載されており、事業者は、

インターネット投票サイトにおける視覚的に訴える新たな注意喚起表示の導入や

競輪・オートレースにおける購入限度額設定の導入を進めていくことしています。 
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※内閣府第９回ギャンブル等依存症対策推進関係者会議（2022 年２月）から作成 
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３ ギャンブル等依存症に関する現状 

 

（１）国内における状況 

久里浜医療センターが実施した「ギャンブル障害およびギャンブル関連問題の

実態調査（令和２年度調査実施・令和３年８月公表）」によると、調査（A）「ギ

ャンブル等依存および関連する問題についての全国住民調査」において、過去１

年以内でのギャンブル等依存症が疑われる者の割合を成人の2.2％と推計してい

ます。愛媛県の成人人口（令和２年国勢調査人口113万人）にその割合を乗じると、

約２万５千人となります。 

 

 

【ギャンブル障害およびギャンブル関連問題の実態調査の概要】 

実施主体 独立行政法人国立病院機構 久里浜医療センター 

調査方法 郵送・Web調査 

対象者の選択方法 全国の住民台帳から無作為抽出 

調査対象者数 17,955人 

有効回答数 8,223票（45.8％） 

過去１年ギャンブル経験

ありのうち、ギャンブル

等依存症が疑われる者 

全国調査 全国 愛媛県 

SOGS ※ に よ る 推 計 ：

2.2％ 
277万人 2.5万人 

 
※SOGS（The South Oaks Gambling Screen） 

世界で最もよく用いられている簡易スクリーニングテスト。20点満点の質問項目中５点以上
の場合にギャンブル等依存症の疑いありとされる。 

 

＜参考＞ 

久里浜医療センターが実施した実態調査では、「ギャンブル等依存が疑われ

る者」のギャンブル行動（経験したギャンブルの種類、最もお金をつぎ込んだ

ギャンブル等）について集計しています。 

過去１年間で経験したギャンブルの種類は、全体でぱちんこ（70.3％）が最

も多い結果でした。 

 

【ギャンブル障害およびギャンブル関連問題の実態調査（令和３年８月公表）】 

ギャンブルの種類 男性（n=132） 女性(n=28) 全体(n=165) 

ぱちんこ 70.1％ 71.4％ 70.3％ 

パチスロ 56.9％ 32.1％ 52.7％ 

競馬 23.4％ 7.1％ 20.6％ 

競輪 5.8％ 3.6％ 5.5％ 

宝くじ（ロト・ナンバーズ等も含む） 40.9％ 42.9％ 41.2％ 

インターネットを使ったギャンブル

（競馬、競輪を除く） 
8.8％ 3.6％ 7.9％ 
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（２）県内のギャンブル等依存者の状況 

 

ア 入院患者 

令和３年精神保健福祉資料によると、県内の入院者 3,361 人のうち、病的賭

博を含む疾病分類「成人の人格及び行動の障害（Ｆ６）」の入院者は 6 人です。 

 【令和３年在院患者数（令和３年６月 30 日午前０時時点の在院患者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 通院患者 

令和３年度の自立支援医療制度（公費負担）申請者数 26,296 人のうち、ギャ

ンブル依存症は８人となっています。愛媛県内の推計患者 25,000 人と比較して

極端に少ないのは、ギャンブル依存症を診療している医療機関が少ないこと、

自立支援医療制度の対象になりにくいこと、対象者自身に否認があり、ギャン

ブル等依存症であることを認めないこと及び対象者や周囲の者も医療機関で相

談できることを知らないことなど、様々な要因が影響していると考えられます。 
 
※主病名あるいは副病名いずれかに“ギャンブル依存症”がつく者。 
自立支援受給申請書の性別欄が廃止されたことから、男女別人数は不明。 

 

４ ギャンブル等による社会問題 

 

ギャンブル等にのめりこむようになると、次第にお金をつぎ込むようになり、賭

金を確保するために借金に借金を重ねることで多重債務を抱えることになります。

県内においては、弁護士及び司法書士等による法律情報やサービスの提供を身近に

受けることができる「法テラス（日本司法支援センター）」があり、また、県、愛

媛弁護士会及び愛媛県司法書士会が共催で消費生活センターにおいて年に１回、多

重債務無料相談会を実施しています。 

 

（１）自殺の状況 

ギャンブル等にのめり込むことにより生じた問題を解決できなくなり、精神的

に追い込まれることもあります。 

久里浜医療センターによる実態調査ではギャンブル等依存が疑われる者のうち

出典：厚生労働省 令和３年精神保健福祉資料 

患者数（人）
患者総計に対す
る割合（％）

患者数（人）
患者総計に対す
る割合（％）

アルコール依存症者 9,298 3.54 130 3.87
覚醒剤 531 0.20 8 0.24
アルコール、覚醒剤以外の物質 585 0.22 10 0.30
成人の人格及び行動の障害（参考値） 869 0.33 6 0.18
患者総計 263,007 ― 3,361 ―

全  国 愛 媛 県              国・県の別
疾病分類
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希死念慮を有する割合と自殺企図を経験した割合は、ともに有意に高かったこと

が報告されています。 

 

  ギャンブル等依存が疑われる者と希死念慮・自殺企図の有無 

   【ギャンブル等依存症に関する疫学調査（令和３年８月公表）】 

  希死念慮あり 自殺企図あり 

ＳＯＧＳ得点 
5 点未満 22.2％ 2.8％ 

5 点以上 39.9％ 5.6％ 

 

国の自殺総合対策大綱は、「適切な精神科医療を受けられるようにする」との施

策を掲げ、精神疾患等によるハイリスク者対策を推進することとしており、平成

29 年の改正によりギャンブル等依存症が加わり、関連法令に基づく取組、借金や

家族問題等との関連性も踏まえて、調査研究を推進し、関係機関・関係団体のネ

ットワークの構築、自助活動に対する支援等を行うとしています。 

 県内においては、平成 15 年をピークに総自殺者数は減少傾向でしたが、令和

元年及び２年は増加しており、今後も自殺対策を推進していく必要があります。 

 

男女別の自殺者数の推移 

 

                             出典：警察庁統計 

 

（２）配偶者からの暴力（ＤＶ）、児童虐待 

ギャンブル等へののめり込みにより、些細なことで情緒不安定となり、配偶者

に対する暴力や子ども等への虐待に発展する場合もあります。 

また、家族の中にケアを要する人がいる場合に、子どもが家事や家族の世話等

を行うことがあり、このような子どもをヤングケアラーと言い、依存症を抱える

家族の面倒を見ているケースもあります。 

228
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ア 県配偶者暴力相談支援センターの相談件数の年次推移 

国は年々増加しているのに対し、県内では増減しながら推移しており、増加

傾向にあります。 

イ 児童相談所における児童虐待相談対応件数の年次推移 

児童相談所は、県内に東中南予に各１か所ずつ、計３か所設置してあります。

児童虐待相談の中でも心理的虐待が増加しており、その要因の一つとして、児

童が同居する家庭における、配偶者に対する暴力がある事案（面前ＤＶ）に係

る警察からの通告が増加傾向にあることが考えられます。県内における児童虐

待相談対応件数の年次推移は以下のとおりです。児童相談所と市町の件数は、

概ね増加傾向で推移しています。 

739 673 650 577 642 689 704 572 

102,963 111,630 106,367 106,110 114,481 119,276 129,941 122,478 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

県配偶者暴力相談支援センター相談件数

愛媛県 全国（全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数の集計値）

（件） （件） 

出典：内閣府男女共同参画局 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

市町 267 299 347 443 580 902 874 931 1,208

児童相談所 565 597 718 803 726 890 1,172 1,470 1,406

県計 832 896 1,065 1,246 1,306 1,792 2,046 2,401 2,614

全国 73,802 88,931 103,286 122,575 133,778 159,838 193,780 205,044 207,659

565 597 718 803 726 890 
1,172 

1,470 1,406 267 299 
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出典：県子育て支援課調査 
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５ 地域における相談状況 

 

（１）全国の相談状況 

全国のアルコール、薬物、ギャンブルに関する相談件数の内訳をみると、保健

所では、令和２年度総数 23,398 件のうち、アルコールが 17,728 件（75.8％）、薬

物が 3,351 件（14.3％）、ギャンブルが 1,822 件（7.8％）、ゲーム 497 件（2.1％）

です。 

また、精神保健福祉センターでは、令和３年度で総数 16,524 件のうちアルコー

ル 3,767 件（22.8%）、薬物 5,035 件（30.5％）、ギャンブル 6,810 件（41.2％）、

ゲーム 912 件（5.5％）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省 地域保健・健康増進事業報告 

※ゲームの相談件数は R１から集計 

出典：厚生労働省 衛生行政報告例 

※ゲームの相談件数は R１から集計 

（件） 

（件） 
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（２）県内の保健所及び心と体の健康センターにおける相談状況 

保健所及び心と体の健康センターでは、本人や家族からの相談に、電話や来所、

訪問等で対応しています。令和３年度に受け付けたアルコール、薬物、ギャンブ

ル等、ゲーム依存症に関する相談件数のうち、ギャンブルの相談は保健所で27件、

心と体の健康センターで198件です。ゲームの相談は保健所で０件、心と体の健康

センターで４件です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ゲームの相談件数はＲ１から集計 

 

（件） 

（件） 
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６ 地域の医療機関及び民間団体 

 

（１）医療機関 

   地域精神保健医療福祉社会資源分析データベース（ＲｅＭＨＲＡＤ）によると、

ギャンブル等依存症を入院診療している精神病床を持つ病院数は全国計113機関、

外来診療をしている医療機関数は507機関とされており、そのうち本県は精神病

床を持つ病院が１機関、外来診療をしている医療機関が８機関です。 

本県において、令和３年度末時点でギャンブル等依存症の専門医療機関を１機

関、依存症治療拠点機関を１機関選定していますが、総合的かつ専門的に治療等

に関わる専門医療機関は不足している状況にあります。 

 

医療機関名 所在地 機関区分 

正光会今治病院 今治市高市甲786番地13 専門医療機関 

正光会宇和島病院 宇和島市柿原1280番地 治療拠点機関 

 

専門医療機関は、依存症の専門性を有した医師が担当する入院医療、認知行動

療法など依存症に特化した専門プログラムを有する外来医療を行い、特定の依存

症の研修を修了した医師１名以上及び看護師、作業療法士、精神保健福祉士又は

臨床心理技術者のいずれかが配置されている等の、国の定めた基準を満たし、地

方自治体に選定された保健医療機関です。 

治療拠点機関は、県内において依存症に関する取組の情報発信や、医療機関を

対象とした依存症に関する研修を実施する等の、更なる基準を満たし、自治体に

選定された機関です。 
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（２）民間団体 

県内には自助グループをはじめ、ギャンブル等依存症に関する民間団体があり

ます。当事者が継続してギャンブルを止めたり、当事者の家族が、ギャンブル等

依存症によって抱える困難や悩み等を分かち合うために、自発的な集まりの場が

重要な役割を果たしています。 

 

名  称 概  要 連絡先 活 動 拠 点 

ギャンブラー

ズ・アノニマス 

（ＧＡ） 

ギャンブル依存症を

抱える本人のグルー

プ。 

県内では４か所でミ

ーティングを開催し

ている。 

mikio.ranju 

@docomo.ne.jp 

ＧＡ松山 

＊山越会場 

愛媛県男女共同参画センター 

毎月第３水曜日19：00～20：50 

毎月第１・３日曜日14：00～16：

00 

ＧＡ松山 

＊若草会場 

松山市総合福祉センター 

毎月第１・２・４・５水曜日 

19：00～20：50 

090-7622-6069 
ＧＡ大洲 

大洲市新谷公民館 

毎週火曜日19：00～20：30 

0895-25-9181 
ＧＡ宇和島 

和霊公民館 

毎週木曜日19：00～20：30 

えひめダルク 

薬物、ギャンブル等を

含む、依存症に対する

リハビリ専門施設・当

事者の集まり。 

080-3994-4173 

 

kagawadarc@ 

ybb.ne.jp 

施設：松山市山越 

当事者ミーティング 

カトリック松山教会 

第２土曜日15：00～16：00 

ギャマノン松山 

ギャンブル問題をも

つ方の家族や友人の

会。 

matuyama.gam@ 

gmail.com 

愛媛県男女共同参画センター 

毎月第３水曜日19：00～21：00 

コスモスの会 

ギャンブル問題をも

つ方の家族や友人の

会。 

atuko.cosmos.1956@ 

gmail.com 

松山市コムズ（松山市男女参画推進センター） 

毎月第２日曜日13：30～16：00 

毎月第４木曜日19：00～21：00 

メリーゲート

（松山） 

ギャンブル、薬物、ア

ルコール等の問題を

抱える家族及び友人、

恋人などの集まり。 

090-9450-7173 カトリック松山教会 

毎月第２土曜日13：00～13：50 
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第３章 これまでの取組と評価 

 

基本計画が制定されて以降、本県では、平成 30 年 10 月に心と体の健康センター

を相談拠点機関とし、ギャンブル等依存症の相談体制を整備しました。 

平成 31 年 4 月には第一次計画を策定し、ギャンブル等依存症対策に取り組んでま

いりました。さらに、令和元年 10 月には東予地域に県内初の専門医療機関を選定

し、令和２年３月には南予地域に県内初の治療拠点機関（専門医療機関の機能も備

える）を選定しました。 

 各専門医療機関、治療拠点機関、相談拠点機関において、ギャンブル等依存症の

治療、相談、支援者への研修を行っているところですが、今後は、相談拠点機関

（心と体の健康センター）や保健所等の相談機関、専門医療機関、自助グループ等

支援団体へと早期につなぐ体制を構築し、関係機関が連携して包括的なギャンブル

等依存症対策に取り組む必要があります。 

  

第一次計画策定後の県のギャンブル等依存症対策事業実績 

１ 相談拠点の機能充実 

 ・依存症相談拠点機関（心と体の健康センター）による研修の実施 

年度 依存症分野 実施内容 

令和２年度 新型コロナウイルスの影響により中止 

令和３、４年度 ギャンブル、ネット・ゲーム 講演・研修等 

 

２ 医療提供体制の確保 

 ・依存症治療拠点機関運営委託事業 

年度 実施内容 実施機関 

令和２～４年度 講演・研修等 正光会宇和島病院 

 

３ 民間団体との連携体制の構築 

 ・依存症民間団体普及啓発委託事業（本人やその家族への支援体制整備） 

民間団体と協力して、当事者・家族、支援関係者、一般県民に対する普及啓発

を行いました。 

年度 実施内容 実施団体 

令和２～４年度 講演、体験談発表 コスモスの会 

 

 ・新型コロナウイルス感染症対応福祉団体活動支援事業費補助金（単年度事業） 

  コロナ禍で活動が縮小している団体に補助し、県民の孤独・孤立防止に取り組

みました。 

年度 補助内容 実施団体 

令和３年度 感染対策用の物品、オンライン活動用の機材等 コスモスの会 
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第４章 重点目標及び重点施策 

 

ギャンブル等依存症による本人や家族、周辺に与えるさまざまな影響を防ぐために、

まず、実態をできるだけ把握する必要があります。そして、適切な対応がなされるた

めに、相談支援機関や専門医療機関、民間団体等の連携による包括的な支援体制の構

築が重要です。 

本計画の策定に当たっては、令和５年度から令和７年度までの３か年計画として、

次のとおり重点的に取り組むべき目標及び施策を定め、具体的な対策を推進していく

ものとします。 

 

【重点目標】 

 

１ ギャンブル等依存症に関する知識の普及啓発を行い、将来にわたるギャンブル依存

症患者の発生を予防 

   

２ ギャンブル等依存症に対する包括的な支援体制の構築 

（１）相談拠点の機能充実 

（２）医療提供体制の確保 

専門医療機関を中予に１か所以上選定 

（３）民間団体との連携体制を構築 

       

【重点施策】  

 

（１）相談拠点の機能を充実させるため、職員のスキルアップを図り相談支援に生かして

いく。 

（２）専門医療機関を選定する。 

（３）相談拠点、専門医療機関及び治療拠点機関の連携強化 

（４）地域における医療機関、民間団体の把握及び役割確認と包括的な支援体制の構築 

 

 

１ 本県におけるギャンブル等依存症に関する状況把握に努めるとともに、各地域

の実情に応じ、本人及びその家族を含めたすべての世代が正しい知識を得て適切

な予防・回復に取り組むことができるよう普及啓発を推進する。 

 

２ ギャンブル等依存症を有する者及びその家族が適切な相談、治療、回復支援を

受けることができるよう連携体制を強化する。 
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第５章 基本的施策 

 

以下の基本的施策について、円滑な事業の実施のために、それぞれの役割を担う人

材の育成を視野に入れた取組を行っていきます。 

また、日頃からの関係機関との情報共有、実態把握及び課題抽出に努めるほか、そ

れぞれに掲げた目標を達成するため、具体的な施策を定め、関係機関が連携して取り

組みます。 

 

１ 教育及び普及啓発 

 

（現状等） 

ギャンブル等依存症に関する教育は、令和４年度から高等学校の保健の授業に

おいて、「ギャンブル等への過剰な参加は習慣化すると嗜癖行動になる危険性があ

り、日常生活にも悪影響を及ぼすことに触れるようにする。」とされ、精神疾患の

一つとしてギャンブル等依存症を含めた依存症について取り上げることになりま

した。 

 

（目標） 

ギャンブル等依存症に至るプロセスや、周囲に与える影響のほか、ギャンブル等

依存症は精神疾患であり、治療により回復するという認識の普及・啓発に努めま

す。 

 

（１）学校教育等の推進 

ア 高等学校においては、関係機関と連携し、ギャンブル等依存症に関する指導

の充実を図り、心身や社会生活にどのような影響を与えるかなど正しく認識さ

せることによって、ギャンブル等に対する節度ある態度と適切な判断力を育て

ます。 

 

イ 大学等は、入学当初に、学生に対して麻雀、ぱちんこ、スロットなどのギャ

ンブル等に関連する行為について、節度をもって臨むよう周知に努めます。 

 

ウ 大学等は、必要に応じて民間団体の協力を得ながら、ギャンブル等へののめ

り込みの予防に努めます。 

 

エ 県及び市町は、学校における教職員が集まる会議等の場において、ギャンブ

ル等依存症の予防に係る学校の取組を促すため、ギャンブル等依存症のもたら



20 

す影響について必要な周知を行います。 

 

（２）未成年者のいる家庭に対する周知 

県及び市町は、未成年者のいる家庭に対して、ギャンブル等依存症を防止及び

保護者自身が依存症になった場合の子どもに与える影響について啓発資料を作成

し、教育委員会等を通じて周知を図ります。 

 

（３）職場教育の推進 

各事業者は、従業員に対しギャンブル等依存症に伴う心身や社会生活への影響

に関する周知を図ります。 

 

（４）広報・啓発の推進 

ア ギャンブル等依存症に関する知識の普及の推進 

県及び市町は、ギャンブル等依存症問題啓発週間（毎年５月14日～20日）等

の機会を通じ、ホームページ、広報誌、インターネットやＳＮＳ等のツールを

活用し、職域・地域を含む社会全体に対し周知を図ります。事業者においても

県、市町と連携しながら普及啓発に努めます。 

 

イ ギャンブル等依存症に関する正しい知識・理解の啓発の推進 

県、市町、関係団体等は連携して、本人やその家族がギャンブル等依存症の

問題に気付くことができるように、ギャンブル等依存症の症状と進行過程等の

情報の啓発を実施します。 

 

（５）県、市町、関係団体、事業者等との連携による社会全体での取組 

ア ギャンブル等依存症は、遊びに興じ過ぎた意志が弱い人が陥るのではなく、

誰でもなるおそれがあり、日常の行動に支障が生じる精神疾患ですが、適切な

治療や支援を行うことにより回復が可能です。そのため、県、市町は、関係機

関との連携を図りながら、県民一人一人がギャンブル等依存症に対する正しい

知識を得るよう啓発に努めます。 

 

イ 県は、ギャンブル等依存症に関連して生ずる多重債務、犯罪、家庭内不和、

日常生活への支障、信用の失墜、自殺等の防止のため、市町、関係団体及び事

業者等と連携し、ギャンブル等依存症が社会に及ぼす影響や予防、回復支援に

向けた正しい知識の普及に取り組みます。 

 

ウ 県は、遊技業協同組合、場外券売り場など県内外の事業者及び貸金業者など

との連携を進め、ギャンブル等依存症の予防に取り組みます。 
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２ 不適切なギャンブル等の誘引防止 

 

（現状等） 

程度を超えたギャンブルへののめり込みを防止することが必要ですが、本人

や家族の問題として片づけられていることが多いため、理解を深めることが求

められます。 

 

（目標） 

県及び市町は、遊技業関係事業者と連携し、地域社会全体で、不適切なギャ

ンブル等の誘引を防止するために、以下の施策を実施します。 

 

（１）広告 

県及び市町は、射幸心をあおるなど適正を欠く誘引広告を防止するなど、警察

本部が行う広告・宣伝に関する規制の周知及び徹底に協力します。 

 

（２）営業者側への配慮要請 

ア ぱちんこ業界は、本人及び家族の申告による入場制限を実施します。 

 

イ ぱちんこ業界は、ＡＴＭ等の撤去等に取り組みます。 

 

ウ 警察は、遊技業協同組合等を窓口に、各種のめり込み防止や未成年・依存症

を有する者の入場制限対策を徹底するよう、講習等を通じた周知の徹底や、指

導の強化を図ります。 

 

エ 警察は、営業所への立ち入り等を通じて、適切な指導・監督等取締りを行い

ます。 

 

オ 警察は、厳正な取締りを実施し、違法ギャンブル等の排除と風俗環境の浄化

を推進していきます。 
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３ ギャンブル等依存症に係る医療の充実等 

 

（現状等） 

地域精神保健医療福祉社会資源分析データベース（ＲｅＭＨＲＡＤ）によると、

ギャンブル等依存症を入院診療している精神病床を持つ病院数は全国計113機関、

外来診療をしている医療機関数は507機関とされており、そのうち本県は精神病床

を持つ病院が１機関、外来診療をしている医療機関は８機関です。ギャンブル等依

存症に関する医療機関は不足している状況にあるため、相談・治療に当たる医療機

関を整備する必要があります。 

 

（目標） 

県は、ギャンブル等依存症を有する者が、その居住する地域に関わらず、適切な

医療を受けられるよう、専門医療機関及び治療拠点機関の選定に努めるなど、医療

の提供体制を整備し、関係機関とのネットワーク化を図るために、以下の施策を実

施します。 

 

（１）ギャンブル等依存症に係る医療体制の整備 

県は、本人が適切な医療を受けられるよう、専門医療機関及び治療拠点機関を

選定し、地域における医療体制の整備に努めます。特に、令和３年度末時点で選

定のない中予地域に選定します。 

 

（２）ギャンブル等依存症に係る医療の質の向上 

ア 県は、治療拠点機関を通して、早期発見、早期介入の対応から回復に関わる

医療従事者向け研修を開催し、人材育成に努めます。 

 

イ 県は、専門医療機関、治療拠点機関のほか、精神科病院や精神科標榜の診療

所等へ協力を求めていくほか、一般医療機関に対しても、適切な治療に結び付

けるために、精神科病院等との連携が図られるよう推進します。 

 

ウ 専門医療機関や治療拠点機関は、必要に応じ民間団体等の関係機関との連携

に努めます。  
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４ ギャンブル等依存症の相談支援等 

 

（現状等） 

ギャンブル等依存症は、多重債務、横領、ＤＶ、児童虐待、自殺未遂等の深刻な

問題を生じさせる危険性があるため、家族又は周囲が小さな異変に気付いた段階か

ら適切な支援機関を探して深刻な段階に至る前に対処することが望まれます。  

久里浜医療センターの実態調査では、自身や関係者がギャンブルのことで困った

ときの相談先としては、「家族や友人」との回答が最も多く（57.9％）、次いで「公

的な相談機関（市町村や精神保健福祉センター、保健所等」）が28.9％という結果

があります。 

ギャンブル等依存症に関する相談業務は、心と体の健康センター、保健所、市町

等で行われており、令和３年度の相談件数は、保健所では27件、心と体の健康セン

ターでは、同年度で198件となっており、アルコール及び薬物依存症と比べて高くな

っています。一方、自立支援医療制度に基づく通院患者数は、令和３年度総計26,296

人で、そのうちギャンブル依存症は８人となっています。 

本人にギャンブルを止める意思がなく、借金を抱え、家族もギャンブル等依存症

が病気であることについての認識が薄いために早い段階で治療や支援機関に結びつ

けることが困難な状況にあります。また、本人や家族が相談窓口を知らず、早期の

支援につながらないことも想定されます。このため、ギャンブル等依存症を予防す

る段階から相談を開始するとともに、治療、回復に至るまで、切れ目のない支援を

受けることができる体制を構築し、周知する必要があります。 

 

（目標） 

ホームページやリーフレット等の媒体を通じて県民に対してギャンブル等依存症

に関する相談窓口を周知します。 

また、相談窓口の職員のスキルを向上させるとともに、地域において、相談から

治療、回復支援に関係する機関の情報共有と連携の促進を図ることにより、ギャン

ブル等依存症を有している者とその家族が、適切な支援を受けることができる体制

を構築するために、以下の施策を実施します。 

 

（１）地域における相談支援体制の充実 

ア 県、市町は、相談しやすい雰囲気を醸成するため、ギャンブル等依存症は、

「本人のモラルや金銭感覚の問題ではなく、精神疾患の一つとして位置づけら

れていること」、「早期に対応し、治療に結びつけることで回復が可能なこと」

等を広く周知していきます。 

 

イ 心と体の健康センター、保健所、市町等は、ギャンブル等関連問題の相談支

援を行うに当たり、地域の実情に応じてギャンブル等依存症を有している者及
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びその家族が分かりやすく気軽に相談できるように、相談の場を明確化すると

ともに、地域で相談できる窓口についても広く周知を行います。 

 

ウ 心と体の健康センターは、県内の医療機関の状況を把握し、保健所や市町か

らの照会に応じられる体制を整備します。 

 

エ 保健所、市町は、関係する機関の協力を得て、ケース会議等を行うことによ

り、個別事例や地域の実情に応じた相談支援体制を構築します。 

 

オ 県、市町は、地域における医療機関・行政・民間団体等の関係機関の役割を

整理し、相互の情報共有や協力体制を築くことで適切な相談や治療、回復支援

までつなげる連携体制を構築します。 

 

カ 市町等の子育てに関係する相談機関は、ヤングケアラーを把握した場合は、

家族の状況等を確認し、保護者のギャンブル等依存症が疑われる場合は、医療

機関や心と体の健康センター、保健所等の関係機関につなぐことができるよう

努めます。 

 

キ 警察は、暴力・虐待又は自殺未遂等の問題を起こした者について、ギャンブ

ル等依存症が疑われる場合には、地域の実情又は必要に応じ、医療機関や心と

体の健康センター、保健所、市町等の地域の関係機関につなぐことができるよ

う努めます。 

 

ク ぱちんこ事業者は、本人及び家族等からぱちんこへの依存（のめり込み）に

ついての相談があった場合、専門の相談窓口である「リカバリーサポート・ネ

ットワーク（ＲＳＮ）※」を紹介するほか、必要に応じて医療機関や心と体の健

康センター、保健所、市町等の地域の関係機関につなぎ、適切な治療や支援を

うけることができるよう努めます。 

 ※リカバリーサポート・ネットワーク（ＲＳＮ） 

  全国のパチンコ・パチスロの遊技に関する依存及び依存関連問題について解決の支援を行う

非営利の相談機関。 

  受付日時：月～金（土日祝日は除く）10:00～22:00 連絡先：050-3541-6420 

 

ケ 司法関係者は、多重債務問題を含む法的問題を抱えた方やその家族等からの

相談に対し、内容に応じて適切な法制度や相談窓口に関する情報を提供するよ

う努めます。 
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（２）地域におけるギャンブル等依存症への早期介入の推進 

関係機関は、ギャンブル等依存症が疑われる者には、適切な指導に努め、早期

に専門医療機関への受診につなげることができるよう職員へ周知を図ります。 

 

（３）相談支援担当者の人材育成 

ア 心と体の健康センターは、保健所及び市町並びに関係機関に対し、従事者の

支援・研修を行うことにより、相談支援を行う者の人材育成を図ります。 

 

イ 心と体の健康センターにおいて、ギャンブル等依存症対策に関する基礎知識

や、ギャンブル障がい回復プログラム（ＳＡＴ-Ｇ等※）、最新の動向等必要な保

健事業を行うための講習会を実施します。 

※ＳＡＴ-Ｇ（サット・ジー） 

Shimane Addiction recovery Training program for Gambling disorder の略。島根ギャンブ

ル障害回復トレーニングプログラムのこと。 

 

（４）職域における対応の促進 

職域においては、ギャンブル等依存症の疑いを判定する簡易スクリーニング検

査の利用やセルフチェックする体制を目指すほか、疑いがある者に対しては、相

談機関、医療機関、民間団体などの機関について紹介し、適切な支援機関につな

げることができるよう支援します。 
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５ ギャンブル等依存症からの回復維持（社会復帰のための本人及び家族への支援） 

 

（現状等） 

ギャンブル等依存症を有する者の回復、就労・復職に際しては、通院や自助グル

ープへの参加や金銭管理等において、職場における周囲の理解と支援が必要とさ

れていますが、職場を含む社会全体において、ギャンブル等依存症に関する理解が

不足しているため、各種の支援制度の利用につながりにくいことが考えられます。 

 

（目標） 

ギャンブル等依存症が回復可能な病気であること等の理解を進め、就労や復職

など必要な支援を行うとともに、地域における民間団体等や回復施設と必要な連

携を図ることで円滑な社会復帰を促進します。 

 

（１）ギャンブル等依存症からの回復支援 

ア 心と体の健康センター、保健所、市町及び医療機関は、ギャンブル等依存症

を有する者への支援のために連携し、治療、回復支援に資する社会資源の情報

を共有し、適切な支援に繋がるよう自助グループ及び回復施設を活用します。 

 

イ 家族に対する支援として、当事者と同様の情報を提供することで、家族自身

がギャンブル等依存症への理解を深め、本人の治療、回復に協力できるよう支

援します。 

  家族自身が同じ境遇の家族と話せる場として、民間団体等のミーティングを

利用することで、家族ができることや本人への接し方を学ぶ機会とします。 

 

ウ 県、市町、医療機関等は、ギャンブルを止めることが継続できるよう本人、

家族の協力ほか、関係機関間の連携を促進します。 

 

（２）就労及び復職支援 

ア 県、市町は、ギャンブル等依存症が回復する病気であること等を、地域全体

に啓発し、ギャンブル等依存症に対する理解を促進することにより、社会復帰

が円滑に進むよう支援します。 

 

イ 職域においては、就労及び復職について、偏見なく行われるよう職場におけ

る理解や支援を促進します。 

 

（３）社会復帰にかかわる支援者の育成 

心と体の健康センターは、社会復帰にかかわる関係者に対し研修会等を実施し、

支援者の人材育成を図ります。  
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６ 民間団体の活動に対する支援 

 

（現状等）  

ギャンブル等関連の民間団体として、ギャンブラーズ・アノニマス、えひめダル

ク、ギャマノン、コスモスの会、メリーゲートがあります。それぞれの特性を生か

しながら活動しており、その構成や規模は様々です。啓発や相談等の分野で、民間

団体と連携し、その機能を活用するとともに、必要な支援を行っていくことが非常

に重要です。 

 

（目標） 

県、市町及び医療機関等は、民間団体との連携を推進し、その活動を支援するた

めに、以下の施策を実施します。 

 

 地域における民間団体に対する取組の支援 

 

ア 県、市町及び医療機関等は、民間団体を地域の社会資源として認識・尊重し、

活動しやすいように関係機関との連携の中で、それぞれの団体の機能に応じた

役割を果たす機会や場所を提供するなど、民間団体の活動を支援していきます。 

 

イ 県、市町及び医療機関等は、消費者啓発イベントや多重債務の相談会等の機

会を活用し、回復支援における自助グループの役割等を更に啓発します。 

 

ウ 県、市町及び医療機関等は、医療機関での治療終了後に民間団体に確実につ

ながるよう両者の連携が強化されるための仕組みづくりを行います。 

 

エ 県、市町及び医療機関等は、民間団体との連携を強化し、ギャンブル等依存

症を有する者やその家族が、相談支援に繋がりやすい仕組みづくりを行います。 

 

オ 関係機関は、民間団体の活動を知り、共にギャンブル等依存症について学ぶ

機会を持つなど継続して理解を深めるよう努めます。 
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第６章 推進体制等 

１ 関連施策との連携について 

  ギャンブル等依存症対策の推進に当たっては、ギャンブル等関連問題に関する 

 施策との連携が図られるよう、行政機関同士や庁内連携を一層密接にし、相互に 

 必要な連絡・調整を行うとともに、事業者、関係団体等とも連携を図り、ギャン 

 ブル等依存症対策を推進していきます。 

 

２ 計画の策定等について 

（１）計画の策定に際しては、地域のギャンブル等関連問題に関して専門的知識を

有する者、医療機関、司法、民間団体、利害関係者の代表委員及び行政、警察の

オブザーバーで構成される愛媛県依存症対策推進計画策定委員会の場で意見を

聴いて、当該地域における課題を把握するほか、その解決に向けた目標を設定し、

施策を明示することとしました。 

 

（２）本県において、ギャンブル等依存症対策を推進していくに当たっては、地域の

民間団体、行政、警察、学校、職域、司法、事業者及び医療関係者の様々な関係

者による意見交換や連絡・調整等の協議を行う会議等を通じ、関係者間で協議を

行いながら、対策を継続していきます。その際、地域の実情に応じ、関連する施

策で既に設けられている場の活用や連携等について、効果的・効率的な運用を検

討することが重要です。 

 

３ 計画の見直しについて 

（１）ギャンブル等依存症対策基本法第13条第３項の規定は、「都道府県は、当該都

道府県におけるギャンブル等依存症に関する状況の変化を勘案し、並びに第二

十三条に規定する調査の結果及び当該都道府県におけるギャンブル等依存症対

策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも三年ごとに、都道府県ギャンブル等

依存症対策推進計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更す

るよう努めなければならない。」と定めています。 

 

（２）３年間の計画対象期間が終了する前であっても、必要があれば、ギャンブル等

依存症対策推進計画に変更を加えます。 
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◆ 予防から治療、再発防止までの取組  

 

 ギャンブル等依存症について正しい認識を持つことが、予防の第一歩です。未成年

者に対しては学校での教育、社会においては、家庭や職域での普及啓発が求められま

す。 

 それでもなお依存症となった場合は、本人、家族が相談機関へ相談に行くことで対

応について職員と共に考え、回を重ねることで信頼関係ができ、医療機関へ受診に向

かうことにより対応が進むことになります。他の多くの疾患と同様に、症状や社会生

活への影響が比較的軽微なうちに対応しておくことが重要になります。医療機関では、

各種の検査、診察、回復プログラムの実施、カウンセリング、ミーティングなど医学

的な見地からの対応が行われますが、より重要なのは、回復の段階です。地域の民間

団体につなぎ、同じような経験を持つ仲間との談話の中で、自分を見直し、家族や職

場、関係機関の協力を得ながら社会復帰、職場復帰を目指しながら、ギャンブルから

距離を置くことが可能となるといった効果が期待されます。     
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◆  関係機関による連携のイメージ 

 

ギャンブル等依存症である本人やその家族等が、早期に必要な支援を受けられるよ

う、各種相談窓口において早期に発見し、相談拠点機関、専門医療機関へと早期につ

なぐ体制を整備し、関係事業者、民間団体等を含めた包括的な連携協力体制の構築を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

依存症の本人

家族等 

民間団体 病院・診療所 

県関係 

職 域 

市町 

警 察 学 校 

国 

依存症専門医療機関 

依存症治療拠点機関 

司法関係者 

関係事業者 

相談拠点機関 

(心と体の健康センター) 
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    ギャンブル等依存症対策基本法 （平成三十年法律第七十四号） 
 

目次 

第一章 総則（第一条―第十一条） 

第二章 ギャンブル等依存症対策推進基本計画等（第十二条・第十三条） 

第三章 基本的施策（第十四条―第二十三条） 

第四章 ギャンブル等依存症対策推進本部（第二十四条―第三十六条） 

附則 

 

 
第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、ギャンブル等依存症がギャンブル等依存症である者等及びその家族の

日常生活又は社会生活に支障を生じさせるものであり、多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪

等の重大な社会問題を生じさせていることに鑑み、ギャンブル等依存症対策に関し、基本

理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、ギャンブル等依存

症対策の基本となる事項を定めること等により、ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計

画的に推進し、もって国民の健全な生活の確保を図るとともに、国民が安心して暮らすこ

とのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「ギャンブル等依存症」とは、ギャンブル等（法律の定めるとこ

ろにより行われる公営競技、ぱちんこ屋に係る遊技その他の射幸行為をいう。第七条にお

いて同じ。）にのめり込むことにより日常生活又は社会生活に支障が生じている状態をいう。 

（基本理念） 

第三条 ギャンブル等依存症対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければなら

ない。 

一 ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の各段階に応じた防止及び回復のための対

策を適切に講ずるとともに、ギャンブル等依存症である者等及びその家族が日常生活及

び社会生活を円滑に営むことができるように支援すること。 

二 ギャンブル等依存症対策を講ずるに当たっては、ギャンブル等依存症が、多重債務、

貧困、虐待、自殺、犯罪等の問題に密接に関連することに鑑み、ギャンブル等依存症に関

連して生ずるこれらの問題の根本的な解決に資するため、これらの問題に関する施策と

の有機的な連携が図られるよう、必要な配慮がなされるものとすること。 

（アルコール、薬物等に対する依存に関する施策との有機的な連携への配慮） 

第四条 ギャンブル等依存症対策を講ずるに当たっては、アルコール、薬物等に対する依存

に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮がなされるものとする。 

（国の責務） 

第五条 国は、第三条の基本理念にのっとり、ギャンブル等依存症対策を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第六条 地方公共団体は、第三条の基本理念にのっとり、ギャンブル等依存症対策に関し、

国との連携を図りつつ、その地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。 

（関係事業者の責務） 

第七条 ギャンブル等の実施に係る事業のうちギャンブル等依存症の発症、進行及び再発に

影響を及ぼす事業を行う者（第十五条及び第三十三条第二項において「関係事業者」とい

う。）は、国及び地方公共団体が実施するギャンブル等依存症対策に協力するとともに、そ

の事業活動を行うに当たって、ギャンブル等依存症の予防等（発症、進行及び再発の防止

をいう。以下同じ。）に配慮するよう努めなければならない。 
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（国民の責務） 

第八条 国民は、ギャンブル等依存症問題（ギャンブル等依存症及びこれに関連して生ずる

多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の問題をいう。以下同じ。）に関する関心と理解を深

め、ギャンブル等依存症の予防等に必要な注意を払うよう努めなければならない。 

（ギャンブル等依存症対策に関連する業務に従事する者の責務） 

第九条 医療、保健、福祉、教育、法務、矯正その他のギャンブル等依存症対策に関連する業

務に従事する者は、国及び地方公共団体が実施するギャンブル等依存症対策に協力し、ギ

ャンブル等依存症の予防等及び回復に寄与するよう努めなければならない。 

（ギャンブル等依存症問題啓発週間） 

第十条 国民の間に広くギャンブル等依存症問題に関する関心と理解を深めるため、ギャン

ブル等依存症問題啓発週間を設ける。 

２ ギャンブル等依存症問題啓発週間は、五月十四日から同月二十日までとする。 

３ 国及び地方公共団体は、ギャンブル等依存症問題啓発週間の趣旨にふさわしい事業が実

施されるよう努めるものとする。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、ギャンブル等依存症対策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。 

 

 
第二章 ギャンブル等依存症対策推進基本計画等 

（ギャンブル等依存症対策推進基本計画） 

第十二条 政府は、ギャンブル等依存症対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、ギャン

ブル等依存症対策の推進に関する基本的な計画（以下「ギャンブル等依存症対策推進基本

計画」という。）を策定しなければならない。 

２ ギャンブル等依存症対策推進基本計画に定める施策については、原則として、当該施策

の具体的な目標及びその達成の時期を定めるものとする。 

３ 内閣総理大臣は、ギャンブル等依存症対策推進基本計画の案につき閣議の決定を求めな

ければならない。 

４ 政府は、ギャンブル等依存症対策推進基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを国

会に報告するとともに、インターネットの利用その他適切な方法により公表しなければな

らない。 

５ 政府は、適時に、第二項の規定により定める目標の達成状況を調査し、その結果をイン

ターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

６ 政府は、ギャンブル等依存症に関する状況の変化を勘案し、並びに第二十三条に規定す

る調査の結果及びギャンブル等依存症対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも三年

ごとに、ギャンブル等依存症対策推進基本計画に検討を加え、必要があると認めるときに

は、これを変更しなければならない。 

７ 第三項及び第四項の規定は、ギャンブル等依存症対策推進基本計画の変更について準用

する。 

（都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画） 

第十三条 都道府県は、ギャンブル等依存症対策推進基本計画を基本とするとともに、当該

都道府県の実情に即したギャンブル等依存症対策の推進に関する計画（以下この条におい

て「都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画」という。）を策定するよう努めなければな

らない。 
２ 都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）

第三十条の四第一項に規定する医療計画、健康増進法（平成十四年法律第百三号）第八条

第一項に規定する都道府県健康増進計画、アルコール健康障害対策基本法（平成二十五年

法律第百九号）第十四条第一項に規定する都道府県アルコール健康障害対策推進計画その

他の法令の規定による計画であってギャンブル等依存症対策に関連する事項を定めるもの

と調和が保たれたものでなければならない。 
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３ 都道府県は、当該都道府県におけるギャンブル等依存症に関する状況の変化を勘案し、

並びに第二十三条に規定する調査の結果及び当該都道府県におけるギャンブル等依存症対

策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも三年ごとに、都道府県ギャンブル等依存症対

策推進計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更するよう努めなけれ

ばならない。 

 
第三章 基本的施策 

（教育の振興等） 

第十四条 国及び地方公共団体は、国民がギャンブル等依存症問題に関する関心と理解を深

め、ギャンブル等依存症の予防等に必要な注意を払うことができるよう、家庭、学校、職

場、地域その他の様々な場におけるギャンブル等依存症問題に関する教育及び学習の振興

並びに広報活動等を通じたギャンブル等依存症問題に関する知識の普及のために必要な施

策を講ずるものとする。 
（ギャンブル等依存症の予防等に資する事業の実施） 

第十五条 国及び地方公共団体は、広告及び宣伝、入場の管理その他の関係事業者が行う事

業の実施の方法について、関係事業者の自主的な取組を尊重しつつ、ギャンブル等依存症

の予防等が図られるものとなるようにするために必要な施策を講ずるものとする。 

（医療提供体制の整備） 

第十六条 国及び地方公共団体は、ギャンブル等依存症である者等がその居住する地域にか

かわらず等しくその状態に応じた適切な医療を受けることができるよう、ギャンブル等依

存症に係る専門的な医療の提供等を行う医療機関の整備その他の医療提供体制の整備を図

るために必要な施策を講ずるものとする。 
（相談支援等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、精神保健福祉センター（精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）第六条第一項に規定する精神保健福祉セン

ターをいう。第二十条において同じ。）、保健所、消費生活センター（消費者安全法（平成二

十一年法律第五十号）第十条の二第一項第一号に規定する消費生活センターをいう。第二

十条において同じ。）及び日本司法支援センター（総合法律支援法（平成十六年法律第七十

四号）第十三条に規定する日本司法支援センターをいう。第二十条において同じ。）におけ

る相談支援の体制の整備その他のギャンブル等依存症である者等及びその家族に対するギ

ャンブル等依存症問題に関する相談支援等を推進するために必要な施策を講ずるものとす

る。 

（社会復帰の支援） 

第十八条 国及び地方公共団体は、ギャンブル等依存症である者等の円滑な社会復帰に資す

るよう、就労の支援その他の支援を推進するために必要な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動に対する支援） 

第十九条 国及び地方公共団体は、ギャンブル等依存症である者等が互いに支え合ってその

予防等及び回復を図るための活動その他の民間団体が行うギャンブル等依存症対策に関す

る自発的な活動を支援するために必要な施策を講ずるものとする。 

（連携協力体制の整備） 

第二十条 国及び地方公共団体は、第十四条から前条までの施策の効果的な実施を図るため、

第十六条の医療機関その他の医療機関、精神保健福祉センター、保健所、消費生活センタ

ー、日本司法支援センターその他の関係機関、民間団体等の間における連携協力体制の整

備を図るために必要な施策を講ずるものとする。 

（人材の確保等） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、医療、保健、福祉、教育、法務、矯正その他のギャンブ

ル等依存症対策に関連する業務に従事する者について、ギャンブル等依存症問題に関し十

分な知識を有する人材の確保、養成及び資質の向上のために必要な施策を講ずるものとす

る。 
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（調査研究の推進等） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、ギャンブル等依存症の予防等、診断及び治療の方法に

関する研究その他のギャンブル等依存症問題に関する調査研究の推進並びにその成果の普

及のために必要な施策を講ずるものとする。 

（実態調査） 

第二十三条 政府は、三年ごとに、ギャンブル等依存症問題の実態を明らかにするため必要

な調査を行い、その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければ

ならない。 

 
第四章 ギャンブル等依存症対策推進本部 

（設置） 

第二十四条 ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進するため、内閣に、ギャン

ブル等依存症対策推進本部（以下「本部」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十五条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 ギャンブル等依存症対策推進基本計画の案の作成及び実施の推進に関すること。 

二 関係行政機関がギャンブル等依存症対策推進基本計画に基づいて実施する施策の総合

調整及び実施状況の評価に関すること。 

三 前二号に掲げるもののほか、ギャンブル等依存症対策で重要なものの企画及び立案並

びに総合調整に関すること。 

２ 本部は、次に掲げる場合には、あらかじめ、ギャンブル等依存症対策推進関係者会議の

意見を聴かなければならない。 

一 ギャンブル等依存症対策推進基本計画の案を作成しようとするとき。 

二 前項第二号の評価について、その結果の取りまとめを行おうとするとき。 

３ 前項（第一号に係る部分に限る。）の規定は、ギャンブル等依存症対策推進基本計画の変

更の案の作成について準用する。 

（組織） 

第二十六条 本部は、ギャンブル等依存症対策推進本部長、ギャンブル等依存症対策推進副

本部長及びギャンブル等依存症対策推進本部員をもって組織する。 

（ギャンブル等依存症対策推進本部長） 

第二十七条 本部の長は、ギャンブル等依存症対策推進本部長（以下「本部長」という。）と

し、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

（ギャンブル等依存症対策推進副本部長） 

第二十八条 本部に、ギャンブル等依存症対策推進副本部長（以下「副本部長」という。）を

置き、国務大臣をもって充てる。 

２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。 

（ギャンブル等依存症対策推進本部員） 

第二十九条 本部に、ギャンブル等依存症対策推進本部員（次項において「本部員」という。）

を置く。 

２ 本部員は、次に掲げる者（第一号から第十号までに掲げる者にあっては、副本部長に充

てられたものを除く。）をもって充てる。 

一 国家公安委員会委員長 

二 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第十一条の特命担当大臣 

三 内閣府設置法第十一条の二の特命担当大臣 

四 総務大臣 

五 法務大臣 

六 文部科学大臣 

七 厚生労働大臣 

八 農林水産大臣 
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九 経済産業大臣 

十 国土交通大臣 

十一 前各号に掲げる者のほか、本部長及び副本部長以外の国務大臣のうちから、本部の

所掌事務を遂行するために特に必要があると認める者として内閣総理大臣が指定する

者 

（資料提供等） 

第三十条 関係行政機関の長は、本部の定めるところにより、本部に対し、ギャンブル等依

存症に関する資料又は情報であって、本部の所掌事務の遂行に資するものを、適時に提供

しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、関係行政機関の長は、本部長の求めに応じて、本部に対し、

本部の所掌事務の遂行に必要なギャンブル等依存症に関する資料又は情報の提供及び説明

その他必要な協力を行わなければならない。 

（資料の提出その他の協力） 

第三十一条 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、地方公共団

体、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定

する独立行政法人をいう。）及び地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律

第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。）の長並びに特殊法人（法

律により直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為をもって設立された

法人であって、総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）第四条第一項第八号の規定の

適用を受けるものをいう。）の代表者に対して、資料の提出、意見の表明、説明その他必要

な協力を求めることができる。 

２ 本部は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（ギャンブル等依存症対策推進関係者会議） 

第三十二条 本部に、第二十五条第二項（同条第三項において準用する場合を含む。）に規定

する事項を処理するため、ギャンブル等依存症対策推進関係者会議（次条において「関係

者会議」という。）を置く。 

第三十三条 関係者会議は、委員二十人以内で組織する。 

２ 関係者会議の委員は、ギャンブル等依存症である者等及びその家族を代表する者、関係

事業者並びにギャンブル等依存症問題に関し専門的知識を有する者のうちから、内閣総理

大臣が任命する。 

３ 関係者会議の委員は、非常勤とする。 

（事務） 

第三十四条 本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を受けて内閣官房副長官補

が掌理する。 

（主任の大臣） 

第三十五条 本部に係る事項については、内閣法（昭和二十二年法律第五号）にいう主任の

大臣は、内閣総理大臣とする。 

（政令への委任） 

第三十六条 この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定める。 

 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

（検討） 

２ 本部については、この法律の施行後五年を目途として総合的な検討が加えられ、その結

果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

３ 前項に定める事項のほか、この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途と
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して、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、必要があると認められるときは、

その結果に基づいて所要の措置が講ぜられるものとする。 

 
附 則 （令和三年五月一九日法律第三六号） 抄 
（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年九月一日から施行する。 
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愛媛県依存症対策推進計画策定委員会設置要綱 
 
（設置及び目的） 
第１条 依存症対策は、当事者及び家族を取り巻く多様な問題に対する支援が必要で

あることから、医療・保健・福祉・司法等の行政機関と民間団体が連携し、切れ目
のない支援を行うことが必要であり、関係機関がお互いの情報を共有するとともに、
各機関の役割について理解を深め、日頃から連携した取組を行うことを目的として、
愛媛県依存症対策推進計画策定委員会（以下「委員会」という）を設置する。 

（協議内容） 
第２条 委員会における協議内容は次のとおりとする。 
 （１）依存症の知識の普及啓発に関すること。 
（２）地域における相談支援体制の構築に関すること。 
（３）依存症の医療の質の向上及び医療機関の連携促進に関すること。 
（４）依存症者の回復及び社会復帰のための関係機関の連携に関すること。 
（５）依存症対策計画の策定に関すること。 
（６）その他、依存症対策の推進に関すること。 

（構成員） 
第３条 委員会委員は、次に掲げるもののうちから知事が委嘱する。 
 （１）学識経験者 
 （２）医療関係者 
 （３）民間団体関係者 
 （４）利害関係団体関係者 
 （５）司法関係者 
２ 委員会にオブザーバーを置き、必要に応じて選任する。 
（委員の任期） 
第４条 委員の任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、任期途中で変更があった

場合には前任者の残任期間とする。 
（組織） 
第５条 委員会に会長を置き、委員会委員の互選により選出する。 
２ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 
３ 会長に事故あるとき、又は会長が不在の時は、予め会長が指名した委員がその職

務を代行する。 
（会議） 
第６条 会議は会長が招集し、これを主宰する。 
２ 会議には必要に応じてその他の関係者を参加させ、意見を求めることができる。 
（関係機関への意見徴取） 
第７条 会長は、委員会開催にあたり、委員会構成員から意見を徴収することができ

る。 
（庶務） 
第８条 委員会の庶務は、保健福祉部健康衛生局健康増進課において処理する。 
（その他） 
第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事項は、委員会

に諮って定める。 
 
 
附 則 
 この要綱は、令和４年６月１日から施行する。 
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愛媛県依存症対策推進計画策定委員会 構成員名簿 

 ＜委員＞                        令和５年２月現在 

関 係 職 氏 名 

学識経験者 県立医療技術大学 看護学科 教授 越智 百枝 

医療 
正光会宇和島病院（依存症治療拠点機関） 

医師 
渡部 三郎 

医療 松山記念病院（依存症治療拠点機関）医師 前田 宏章 

アルコール健康障害 

自助グループ 
ＮＰＯ法人愛媛県断酒会 理事長 伊賀上 秀樹 

薬物民間団体 

司法関係者 
えひめダルク支援会 会長 射場 和子 

ギャンブル等依存症 

民間団体 
コスモスの会 会長 岡田 敦子 

利害関係者団体 県小売酒販組合連合会 会長 山口 俊一 

利害関係者団体 県遊技業協同組合 専務理事 中尾 弘司 

                                                   

 ＜オブザーバー＞ 

関 係 職 

市町代表 松山市保健予防課長 

国行政 法務省松山保護観察所 統括保護観察官 

公安委員会 警察本部交通部 交通企画課長 

公安委員会 警察本部刑事部 組織犯罪対策課長 

公安委員会 警察本部生活安全部 生活環境課長 

教育委員会 保健体育課長 

薬務行政 薬務衛生課長 

消費者行政 県民生活課長 

精神保健行政 心と体の健康センター所長 

精神保健行政 県保健所 依存症対策担当者 

 


